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第１部 総   論 

 

第１章 計画策定の考え方等について 

 

１ 計画策定の主旨 

 東久留米市では、昭和４５年に交通安全都市宣言を行い、交通事故のない安全

で快適に生活できる社会を実現するため、平成２４年２月に東久留米市交通安全

計画（平成２３～２７年度）を策定し総合的かつ計画的に推進してきました。 

 道路交通環境の整備や道路交通秩序の維持などを始めとする様々な取り組みを

進めていく中で、交通事故の総件数は減少してきていますが、高齢社会のますま

すの進行や自転車交通の様々な課題がクローズアップされている現状などを背景

に、高齢者の交通事故防止や自転車の安全利用など、より一層の充実が求められ

ています。 

  このような状況の中、前期の東久留米市交通安全計画（平成２３～２７年度）

が平成２７年度で終了したことに伴い東久留米市では、第１０次東京都交通安全

計画を基本に、市民が安全で安心した明るい生活が営めるよう、市と市民や関係

機関とが協働して取り組む計画を策定するものであります。 

 

２ 計画の性格 

  この計画は、第１０次東京都交通安全計画との整合を図りつつ、東久留米市内

における陸上交通の安全に関する施策を総合的かつ計画的に進めるための大綱と

なるものであるとともに、市や関係機関における取り組みの指針のみならず、市

民の行動指針として、自助、共助の取り組みを呼びかけるものです。 

 なお、この計画の期間は、第１０次東京都交通安全計画の計画期間と合わせ、

平成２８年度から平成３２年度までの５年間とします。 

 

３ 計画の目標 

  人命尊重の理念を基本とし、市民が安全に安心して暮らせる社会を実現するた

め、交通安全計画に掲げた施策を総合的かつ効果的に推進していくことにより、

交通事故の着実な減少と交通災害の防止に努めます。また、新たに死傷者数につ

いても数値目標を設定し、交通事故全体の発生の抑止を推進します。 

（１） 交通事故による死者ゼロを目指します。 

（２） 平成３２年までに年間の死傷者数を２６０人以下にすることを目指します。
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第２章 交通事故等の状況 

 

１ 交通事故の状況 

市内の交通事故の推移を見てみると、交通事故による死傷者数は平成２３年に

４２９人であったものが平成２７年には３７４人と５５人減少しておりますが、

６５歳以上の高齢者の死傷者数は横ばいに近い状況が続いています。今後さらに

６５歳以上の高齢者人口の増加が見込まれることから、高齢者の交通安全の確保

の必要性がますます高まっています｡ 
 

表-1.1 交通事故発生状況（東久留米市内）                （単位：件、人） 

年  次 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 

事 故 件 数 384 403 371 337 342 

死 者 数 2 0 5 0 4 

死 傷 者 数 429 436 400 373 374 

うち 65 歳以上の高齢者 66 68 80 62 69 

の死傷者数（％） (15.4) (15.6) (20.0) (16.6) (18.4) 

                                   資料：田無警察署 

 

表-1.2 ６５歳以上の人口推計                    （28 年は実数、単位：人） 

年 度 
平成 28 年 

4 月 
平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 

65 歳以上 31,638 32,026  32,306  32,586  32,866  

（％） (27.0) (27.8) (28.1) (28.4) (28.8) 

資料：「第６期 東久留米市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」
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２ 道路等の状況 

市内の道路等整備の状況は、都市計画道路 

の事業中路線や交通安全施設の整備が進んで 

きており、これらの整備に伴い主要道路にお 

ける交通量は、横ばい傾向で推移しています。 

 

 

表-1.3 都市計画道路の整備の状況                           （単位：ｍ） 

路 線 名 
計画決定 

済み延長 

整備済み延長 事業中を 

含む延長 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

東 3･4･4 号線 1,740 1,740 1,740 1,740 1,740 1,740 

東 3･4･15 の 1 号線 1,430 0 0 0 0 0 

東 3･4･7 号線 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 

東 3･4･5 号線 2,370 2,080 2,080 2,080 2,080 2,370 

東 3･4･11 号線 3,740 3,380 3,380 3,380 3,380 3,740 

東 3･4･12 号線 2,820 973 973 1,150 1,150 1,150 

東 3･4･13 号線 2,700 300 300 300 300 300 

東 3･4･14 号線 2,100 0 0 0 0 0 

東 3･4･18 号線 3,640 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060 

東 3･4･19 号線 2,930 2,190 2,190 2,190 2,930 2,930 

東 3･4･20 号線 1,400 870 870 870 870 1,400 

東 3･4･21 号線 5,300 3,090 3,090 3,090 3,090 3,090 

東 3･4･22 号線 0  0 0  0 0  0 

計 32,470 17,983 17,983 18,160 18,900 20,080 

整備率 - 55.4% 55.4% 55.9% 58.2% 61.8% 

 資料：都市建設部道路計画課 

                       

表-1.4 種類別道路の延長と面積                       （各年４月１日現在） 

年次 
総  数 主要地方道 一般都道 市  道 

延長(m) 面積(㎡) 延長(m) 面積(㎡) 延長(m) 面積(㎡) 延長(m) 面積(㎡) 

平成

24年 
247,799 1,518,673 12,439 159,267 7,033 78,542 228,327 1,280,864 

平成

25年 
248,072 1,521,650 12,441 159,464 7,033 78,542 228,598 1,283,644 

平成

26年 
249,599 1,543,695 13,148 171,235 7,033 78,542 229,418 1,293,918 

 資料：東京都統計年鑑 

 

東 3・4・19 号線 
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表-1.5 交通安全施設整備状況                        （都道を除く） 

交通安全施設名 平成25年度 平成26年度 平成27年度 

道 路 照 明 3,075 灯 3,074 灯 3,079 灯 

防 護 柵 30.9 km 30.9 km 31.4 km 

道 路 標 識 375 本 373 本 373 本 

視 線 誘 導 標 290 本 300 本 313 本 

道 路 反 射 鏡 1,643 本 1,659 本 1,693 本 

視覚障害者誘導用ブロック 297 箇所 308 箇所 308 箇所 

自 転 車 通 行 空 間 0.1 km 0.3 km 0.4 km 

           資料：都市建設部管理課 
 

表-1.6 道路交通調査                           （単位：台／10分） 

調査路線名 

平成 24 年 

2 月 

平成 25 年 

2 月 

平成 26 年 

2 月 

平成 27 年 

2 月 

22～23 日 28～3/1 日 25～26 日 19～20 日 

昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 昼間 夜間 

新青梅街道 344 114 357 119 355 123 316 80 

小金井街道 121 44 136 45 131 56 137 43 

所 沢 街 道 136 60 141 66 156 67 153 61 

新小金井街道 144 53 151 54 156 74 147 48 

                          資料：環境安全部環境政策課 

 

３ 踏切の状況 

 市内の鉄道路線は、西武池袋線の１路線で踏切が５個所あります。これまでに

踏切道に対しては、カラー舗装を施すなど安全対策を講じております。踏切はひ

とたび事故が発生すると重大な結果をもたらすことから、関係機関と連携して対

策を検討していく必要があります。 

 

表-1.7 踏切道の状況 

踏切道名 所在地 横断長（ｍ） 踏切幅員（ｍ） 

ひばりケ丘第２号 学園町１－１２ ９．２ ２．９ 

ひばりケ丘第５号 学園町１－２ ８．６ ４．９ 

ひばりケ丘第７号 新川町１－２ ８．８ １２．０ 

東久留米第１号 本町１－１ １０．３ ９．４ 

東久留米第３号 小山１－１８ １０．５ ４．０ 

                     資料：都市建設部道路計画課 
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第２部 講じようとする施策 

 

第１章 重点施策 

６５歳以上の交通事故死傷者数は横ばいに近い状況にありますが、今後さらに高齢

者人口の増加が見込まれ、それに伴い高齢運転免許保有者も増加することを考えると、

歩行者・運転者両面からの高齢者の交通安全の確保が重要となってきます。 

また、全交通事故に占める自転車関連事故の割合は増えており、交通ルールの遵守

や交通マナーの向上、安全な走行環境の確保など、多様な面から自転車の安全利用の

推進も求められています。 

さらにこれらの課題に共通し、基礎となるものとして市民の交通安全意識を高めて

いくことが重要です。地域の一人ひとりに交通安全意識を普及させ、交通マナーの向

上と交通ルールの遵守の実践を習慣づけることが交通事故防止のためには欠かせま

せん。 

これらのことから、 

・高齢者の交通安全の確保 

・自転車の安全利用の推進 

・交通安全意識の普及及び徹底 

以上の三つを重点施策と位置づけて取り組んでいきます。 

 

１ 高齢者の交通安全の確保 

 東久留米市は、平成２８年４月現在、全人口に占める６５歳以上の割合が２７％

で、まさに超高齢社会に突入しており、この状況を念頭に諸施策を推進していく必

要があります。 

 平成２７年中の都内の交通事故発生状況を見てみると、６５歳以上の高齢者の死

者数は前年に比べ７人減っているものの、全死者数に占める割合は３６％になって

おります。 

状態別の人身事故発生状況では、高齢者の交通事故による死者数は自転車乗用中

と歩行中で８８％となっております（表-2.1 参照）。また、交通人身事故発生件数

では、四輪車乗用中の高齢者人身事故発生件数が、全体の６５％と過半を占めてい

る状況です（表-2.2 参照）。 
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表-2.1 都内における交通人身事故発生状況（平成２７年） 

《状態別・年齢層別死者数の推移》                （単位：人） 

年齢層別 
子

ど

も 

若 年 層 
25

～

29 

30

歳

代 

40

歳

代 

50

歳

代 

60

～

64 

高齢者 

計 

状態別 

高

校 

未

成

年 

20

～

24 

小

計 

65

～

74 

75

以

上 

小

計 

四輪車乗車中 1 1 0 0 1 1 1 2 2 0 2 3 5 13 

二輪車乗車中 1 1 2 2 5 5 6 9 7 3 2 0 2 38 

自転車乗用中 2 0 1 0 1 2 4 1 7 1 7 8 15 33 

歩行中 3 0 0 3 3 1 5 9 13 7 10 26 36 77 

計 7 2 3 5 10 9 16 21 29 11 21 37 58 161 

昨年比 1 0 -4 -2 -6 0 -5 1 7 -2 -7 0 -7 -11 

                      資料：「平成 27 年 東京の交通事故(警視庁交通部)」 

「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

表-2.2 都内における高齢者の交通人身事故発生状況（平成２７年） 

《状態別発生状況》                        （単位：件、人） 

状態別 
四輪車

乗車中 

二輪車乗車中 自転車 

乗用中 
歩行中 その他 計 

自二輪 原付 小計 

発生件数 7,131 183 281 464 1,901 1,471 1 10,968 

前年比 -215 -13 -6 -19 -143 37 1 -339 

死者数 5 0 2 2 15 36 0 58 

前年比 -3 -2 2 0 -1 -3 0 -7 

負傷者数 1,955 143 211 354 1,738 1,461 6 5,514 

前年比 -35 -8 10 2 -165 28 4 -166 

                                            資料：「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

① 高齢歩行者の交通安全対策と交通安全意識の向上 

高齢者が安心して通行できるよう、歩道や公共交通施設などのバリアフリー化、

高齢者にも見やすい信号･標識や路面表示などの整備を推進します。 

都内全体の交通事故による死者数を分析すると、高齢者の歩行中及び自転車乗

用中における死者数が高い割合を占めています。こうした実情を高齢者や一般ド

ライバーにも伝え、両者が高齢者の事故防止に努めていくように図ります。さら

に、交通安全意識の向上を図るために交通安全講習会への参加を積極的に呼びか

けていきます。また、高齢者の交通事故死者数が多い夜間や薄暮時の交通事故を

防ぐために、反射材の活用などの啓発に努めます（表-2.3 参照）。 
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表-2.3 都内における高齢者の交通人身事故発生状況（平成２７年） 

《歩行中の発生状況：事故類型別》                 （単位：件、人） 

事故 

類型別 

人   対   車   両 

踏切 

通行中 
計 

横  断  中 
路上停

止中 
その他 

横断歩道 
横断歩道

付近 

横断歩道

橋付近 
その他 小計 

発生件数 534 29 8 247 818 16 636 1 1,471 

前年比 21 -15 3 -9 0 3 35 -1 37 

死者数 15 3 1 6 25 2 9 0 36 

前年比 1 -2 0 -3 -4 1 2 -2 -3 

負傷者数 521 26 7 245 799 13 648 1 1,461 

前年比 11 -13 3 -5 -4 1 30 1 28 

《歩行中の発生状況：違反別》                   （単位：件、人） 

違反別 
信 号

無視 

横  断  違  反 酩 酊

徘徊 

そ の

他 

違 反

なし 
計 横断歩

道外 
斜め
横断 

駐車車両

の直前後 

走行車両

の直前後 

横断禁

止場所 小計 

発生件数 29 71 14 5 7 24 121 11 46 1,264 1,471 

前年比 -12 2 1 0 -2 -14 -13 3 -14 73 37 

死者数 5 1 0 0 1 6 8 5 1 17 36 

前年比 1 -3 0 0 -1 2 -2 1 -4 1 -3 

負傷者数 24 70 14 5 6 18 113 6 45 1,273 1,461 

前年比 -13 5 1 0 -1 -16 -11 2 -11 61 28 

《時間帯別発生状況》                       （単位：件、人） 

時間帯 

別 

6～

8 

8 ～

10 

10 ～

12 

12 ～

14 

14 ～

16 

16 ～

18 

18 ～

20 

20～

22 

22～

0 

0～

2 

2～

4 

4～

6 
計 

発生件数 646 1462 1920 1438 1516 1511 1030 470 337 252 159 227 10968 

前年比 -37 -106 -76 -73 -21 -85 11 15 32 1 -20 20 -339 

死者数 2 9 7 8 3 5 9 2 3 4 2 4 58 

前年比 -1 3 -1 1 -6 -2 5 -3 1 1 -2 -3 -7 

負傷者数 297 676 1081 782 863 781 453 205 109 78 63 126 5514 

前年比 -18 -77 -69 -64 43 -17 -6 15 1 8 2 16 -166 
            資料：「平成 27 年 東京の交通事故(警視庁交通部)」 

                                           「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 
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② 高齢運転者の交通安全対策 

高齢者人口が増加する中で、運転免許 

を保有し、自動車を運転する高齢者は増 

加すると見込まれます。年齢を重ねるに 

従って瞬時の判断・反応などが低下して 

くることは避けられませんが、自らの運 

転能力・運動能力の認識や安全運転の再

確認などが求められます。このため高齢

者向けの安全運転教育の充実に努めると 

ともに、高齢者にも見やすい信号･標識や 

路面表示などの整備を推進します。 

さらに、加齢等で運転に不安を感じる

運転免許保持者に免許の自主返納を促す

ことや、運転経歴証明制度の周知などを

図ります。また、高齢者の自転車乗用中

の事故は減少傾向にあるものの、発生件

数はまだまだ多い状況にあります（表-2.4 参照）。 

なお、発生件数の約４３％に安全不確認等の自転車の違反が見受けられること

から、高齢者に対する自転車の正しい乗り方などの啓発に努めます。 

 

表-2.4 都内における高齢者の交通人身事故発生状況年次推移 

《自転車乗用中の発生状況：事故類型別》            （単位：件、人） 

年次 
事故 

類型別 

人対 

自転

車 

車  両  相  互 車両 

単独 

踏

切 
計 

正面衝突 出会頭 右左折時 その他 小計 

平成

25 年 

発生件数 75 37 1,141 465 477 2,120 106 0 2,301 

前 年 比 2 -22 -167 -39 -76 -304 -23 0 -325 

平成

26 年 

発生件数 81 39 988 440 427 1,894 69 0 2,044 

前 年 比 6 2 -153 -25 -50 -226 -37 0 -257 

平成

27 年 

発生件数 87 37 908 444 374 1,763 51 0 1,901 

前 年 比 6 -2 -80 4 -53 -131 -18 0 -143 

 

 

交通安全の集い 

交通安全講習会 
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① 信号無視
② 通行禁止違反
③ 歩行者用道路における車両の義務違反

（徐行違反）
④ 通行区分違反
⑤ 路側帯通行時の歩行者の通行妨害
⑥ 遮断踏切立入り
⑦ 交差点安全進行義務違反等
⑧ 交差点優先車妨害等
⑨ 環状交差点安全進行義務違反等
⑩ 指定場所一時不停止等
⑪ 歩道通行時の通行方法違反
⑫ 制御装置（ブレーキ）不良自転車運転
⑬ 酒酔い運転
⑭ 安全運転義務違反

自転車危険運転行為１４類型

《自転車乗用中の発生状況：違反別》（平成２７年）      （単位：件、人） 

違反別 
安全不

確認 

一時停

止 

交差点 

安全進行 

信号無

視 

前方 

不注意 

ﾊﾝﾄﾞﾙ･

ﾌ ﾞ ﾚ ｰ ｷ

操作不適 
その他 

違反な

し 
計 

発生件数 299 55 173 34 26 37 190 1,087 1,901 

前年比 -57 -7 -21 -10 3 -12 13 -52 -143 

死者数 3 0 1 1 0 0 4 6 15 

前年比 -1 -2 0 -1 -1 -1 4 1 -1 

負傷者数 237 49 160 31 2 32 146 1,081 1,738 

前年比 -69 -5 -12 -8 -7 -12 11 -63 -165 

                     資料：「平成 27 年 東京の交通事故(警視庁交通部)」 

「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

  

２ 自転車の安全利用の推進 

  自転車は、便利で手軽な交通手段として通勤・通学・買い物など日常生活に利用

されています。環境負荷の軽減、交通渋滞の緩和など交通面だけでなく、健康増進

面からも効果が期待されています。 

しかし、歩道・車道を問わず自転車が放置され、通行時や災害時の緊急活動など

の支障となっていることや、自転車が歩行

者に衝突して死傷させるなど自転車利用

者が加害者となる事故も発生しており、社

会問題にもなっています。 

特に自転車の危険運転については、道路

交通法の一部改正により、３年以内に２回

以上摘発された自転車運転者に対し、講習

の受講義務が課せられることになりまし

た（従わない場合は５万円以下の罰金）。 

交通ルールの遵守・交通マナーの向上と

ともに、安全で安心できる自転車通行環境

の整備、放置自転車対策などに取り組みま

す。 
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表-2.5 都内における自転車乗用中の交通人身事故総数年次推移（単位：件、人、％） 

区  分 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 

発 生 件 数 18,220 15,550 13,515 11,817 

死 者 数 34 31 38 33 

負 傷 者 数 16,541 14,049 12,136 10,535 

第１当事者及び第２当事者とも

自転車の事故 
1,142 966 849 757 

全交通事故に占める自転車関連

事故の割合 
36.0 34.7 34.1 32.3 

  資料：「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

 

表-2.6 都内における自転車乗用中の交通人身事故年齢層別発生状況（平成２７年） 

          (単位：件、人） 

区分 
子 ど

も 

高 校

生 

未 成

年 

20 ～

24 歳 

25 ～

29 歳 

30 歳

台 

40 歳

台 

50 歳

台 

60 ～

64 歳 

高 齢

者 
計 

発生件数 873 601 340 988 946 2,204 2,041 1,354 569 1,901 11,817 

前年比 -204 -155 -51 -226 -258 -262 -237 -52 -110 -143 -1,698 

死者数 2 0 1 0 2 4 1 7 1 15 33 

前年比 0 -1 1 -2 -2 -1 -1 2 0 -1 -5 

負傷者数 1,067 491 263 787 794 1,902 1,793 1,201 499 1,738 10,535 

前年比 -237 -167 -44 -147 -227 -207 -233 -45 -129 -165 -1,601 

  資料：「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

表-2.7 都内における自転車乗用中の交通人身事故類型別発生状況年次推移 

（単位：件、人） 

年 

次 

区分 人 対

自 転

車 

車    両    相    互 
車両

単独 

踏

切 計 正 面

衝突 

出 会

頭 

す れ

違い 

右 折

時 

左 折

時 

そ の

他 
小計 

平 成

25 年 

件数 860 314 7,628 384 1,502 1,941 2,600 14,369 320 1 15,550 

前年比 -55 -139 -1594 -79 -201 -57 -494 -2564 -52 1 -2670 

平 成

26 年 

件数 794 286 6,481 314 1,466 1,724 2,248 12,519 201 1 13,515 

前年比 -66 -28 -1147 -70 -36 -217 -352 -1850 -119 0 -2035 

平 成

27 年 

件数 772 258 5,553 245 1,312 1,521 1,951 10,840 204 1 11,817 

前年比 -22 -28 -928 -69 -154 -203 -297 -1679 3 0 -1698 

                  資料：「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 
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①  安全教育・啓発の推進 

警察署などの協力により、市内小中学校で行っ 

ている自転車安全教室等の場を活用し、自転車の 

正しい乗り方の指導や自転車安全利用五則の周 

知を図るなど、学校・地域における交通安全教育 

の推進に努めます。 

【自転車安全利用五則】 

① 自転車は、車道が原則、歩道は例外 

② 車道は左側を通行 

③ 歩道は歩行者優先で、車道寄りを徐行 

④ 安全ルールを守る 

  ・飲酒運転・二人乗り・並進の禁止 

  ・夜間はライトを点灯 

  ・交差点での信号遵守と一時停止・安全確認 

⑤ 子どもはヘルメットを着用 

  

② 指導等 

自転車乗用中の交通事故は減少傾向にありますが、依然として多数発生してい

るため、交通ルールを守らない走行に対しては街頭指導等に努めます。 

 

  ③ 自転車用ヘルメットの普及啓発 

 自転車事故による死者の約７割の方が、頭部損傷を主 

因として亡くなられているため、子どもだけでなく成人 

にも自転車乗用時のヘルメット着用の推進に努めます。 

 

表-2.8 都内における自転車乗用中の交通死亡事故 損傷主部位別割合 

（平成２７年）                       （単位：人、％） 
全 損 頭 部 顔 部 頸 部 胸 部 腹 部 背・腰部 腕・脚部 その他 合 計 

0 24 0 1 2 2 4 0 0 33 

0.0% 72.7% 0.0% 3.0% 6.1% 6.1% 12.1% 0.0% 0.0% 100% 
       資料：「警視庁の統計 平成 27 年（警視庁総務部文書課）」 

④ 自転車の安全性の確保 

・自転車安全整備店の自転車安全整備士が点検整備した自転車に貼 

られ、傷害保険及び賠償責任保険が付帯されている「ＴＳマーク」 

小学校交通安全教室 

ＴＳマーク 

高齢者対象交通安全教室 

帽子一体型ヘルメット 
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の周知に努めます。 

・自転車協会が定めた「自転車安全基準」に適合する自転車に貼 

 られる「ＢＡＡマーク」の周知に努めます。 

・製品安全協会が消費生活用製品安全法に基づく安全基準に適合 

した製品に付けられる「ＳＧマーク」の周知に努めます。 

 

⑤ 安全な走行空間の確保 

・歩行者及び自転車が安全に快適に利用できるよう自転車レーンや自転車道の 

整備などに努めます。 

・自転車の走行空間や通行安全の確保を図るため、電線類の地中化などに努め 

ます。 

 

⑥ 駅周辺放置自転車対策 

東久留米市自転車等の放置防止に関する条例では、「市長の責務」「市民の責務」

「自転車等の利用者等の責務」「鉄道事業者等の責務」「施設の設置者又は管理者

の責務」「自転車の小売業者の責務」がそれぞれ明記されています。各々がそれ

ぞれの責務を十分理解し実践していくことが重要です。 

鉄道事業者や警察等の協力を得ながら実施している駅前放置自転車クリーン

キャンペーンなど違法駐輪へのマナー向上を図るため、チラシ配布などの啓発活

動を実施するとともに、駅周辺の巡回を行い指導・取り締まりを実施します。一

方、自転車等駐車場の利用を呼びかけるとともに、恒久的な自転車等駐車場の整

備やその促進に努めます。 

 

表-2.9 市営自転車等駐車場の状況                         （単位：台） 

年 度 

登録利用駐車場 一時利用駐車場 

個所数 
登録台数 

個所数 
延べ利用台数 

自転車 原付 自転車 原付 

平成 24 年度 ６ 3,082 221 ２ 283,740 21,910 

平成 25 年度 ５ 2,468 212 ３ 341,368 22,233 

平成 26 年度 ５ 2,368 191 ３ 349,131 22,923 

平成 27 年度 ４ 1,874 171 ２ 254,538 14,659 

資料：都市建設部管理課 

 

ＳＧマーク 

ＢＡＡマーク 
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表-2.10 駅周辺放置自転車等の措置                          （単位：台） 

年 度 
撤 去 返 還 廃 棄 リサイクル 

自転車 原付 自転車 原付 自転車 原付 自転車 

平成 24 年度 1,733 7 1,166 6 339 0 316 

平成 25 年度 1,275 14 803 6 309 3 149 

平成 26 年度 1,276 13 790 6 340 8 173 

平成 27 年度 1,031 8 595 8 272 5 132 

資料：都市建設部管理課 

３ 交通安全意識の普及及び徹底 

 幼児から高齢者に至るまで、交通安全意識を持って行動することが、交通安全に

とって最も重要なことです。それぞれの発達段階や年齢層に応じて交通安全教育を

受けていくことが、交通安全意識を身に付けるのに効果的と考えます。 

市民一人ひとりが、交通ルールの遵守と交通マナーを身に付けるよう、段階的か

つ体系的な交通安全教育を推進するとともに、交通安全活動の推進を図り交通安全

意識の高揚を図ります。 

 

① 交通安全教育の推進 

・交通安全教室・講習会の開催など市内小中 

学校・地域等に対する交通安全教育の推進 

に努めます。 

・年齢層などに応じた交通安全教育の推進に  

努めます。 

・近年自転車が加害者となる死亡事故が問題 

になっていることから、自転車の危険運転 

撲滅に向けて、交通安全意識の醸成に努め 

ます。 

・飲酒運転について、「飲酒運転をしない・  

させない」社会環境を醸成すべく、関係 

機関と連携の上、キャンペーンや啓発活 

動を行います。 

  

中学生対象のスケアード・ストレート 

方式による交通安全教室 

交通安全週間中の街頭指導 
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② 交通安全活動の推進 

交通安全運動の推進、キャンペーンの実 

施など様々な啓発活動の充実・強化を図る 

とともに、交通安全協会・交通少年団等交 

通安全組織の充実などに努めます。 

 

 

第２章 分野別施策 

 

１ 道路交通環境の整備 

  交通安全の推進には、人と車が安全で円滑に通行できる道路や施設など道路環境

の整備が不可欠です。 

 

① 道路の整備 

・幹線道路を始めとする道路交通網の整備により、生活道路への通過車両の流入

排除や延焼防止、緊急車両の到着時間短縮などの効果による防災性の向上など

を図るとともに、老朽化した橋梁の計画的な維持補修や狭隘道路の拡幅など生

活道路の整備に努め、生活環境の向上や市民の安全・安心の確保に努めます。 

・歩行者、自転車及び自動車のそれぞれの

道路交通の安全と円滑化を図るため、交

通量等の状況も勘案しながら、歩道未整

備区間や歩道幅員の狭い区間について、

歩道の整備に努めます。また近年、各地

で自転車と歩行者による交通事故も問題

になっています。自転車と歩行者の分離

を図るために、自転車通行空間の新設・ 

 整備に努めます。 

・交差点は、その形状が歩行者及び車両の安全確保、交通の円滑化を図る上で非

常に重要な要素であることから、交通管理者との協議なども踏まえ、右折レー

ンの設置や隅切り設置などの改良などに努めます。 

・大規模団地の建て替えなどにあわせて地域の骨格となる幹線道路や周辺道路の

整備も進めて良好な住宅市街地の形成を図る面的整備手法も活用して、道路交

通環境の向上を図ります。 

高齢者指導員・推進委員による交通安全啓発活動 

市内の自転車通行空間 

（自転車ナビマーク） 
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② 交通安全施設等の整備 

・障害者や高齢者を含むだれもが安全かつ

快適に通行できる道路交通環境となるよ

う、視覚障害者誘導用ブロックの設置、

横断歩道の切り下げなどをはじめとする

段差の解消を図り、歩道と車道の平坦性

確保や、車椅子がすれ違うことのできる

歩道の整備など交通環境のバリアフリー

化に努めます。 

・カーブや交差点部など見通しが悪く、十分な注意を払っても交通事故の発生の

恐れがあり、道路反射鏡を設置することで事故防止効果が認められる場合は、

これらの施設の設置に努めます。 

・車両の路側外への逸脱や歩行者の無秩序な車道横断を起因とする事故を防止す

るためガードレールやガードパイプの設置に努めます。 

・夜間の交通事故防止の観点から道路照明や視線誘導標などの整備に努めるとと

もに、これらの交通安全施設の適切な維持管理にも努めます。 

・道路利用者に対して的確な情報提供が行われるよう、わかりやすく見やすい道

路標識の設置に努めます。 

 

③  その他交通環境の整備 

・道路景観の向上を図るとともに、歩行 

者・自転車等の通行の安全確保、災害 

時の避難救助活動の円滑化など、都市 

の安全と魅力ある都市景観の創造のた 

め、電線共同溝等による電線類の地中 

化に努めます。 

・道路の緑化には、人にうるおいや安ら

ぎを与えるほか、道路交通の快適性や道路 

としての安全性、遮光、視線誘導、指標、衝撃緩和機能など様々な役割がある

ため、道路標識等の支障にならないよう留意しながら整備に努めます。 

・工作物の設置や工事などのための道路の使用及び占用については、円滑かつ安

全な道路交通を確保するために、極力抑制する方針のもとに適正な許可を行う

無電柱化された都市計画道路 

車いす用段差解消ブロック 
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とともに、常時のパトロールにより許可条件の遵守、保安施設の整備等の指導

を徹底します。 

・生活道路における歩行者の安全通行の確保を

目的として、区域全体で速度規制を行う、「ゾ

ーン３０」を推進します。 

・児童の通学時などの安全を確保するため、東

久留米市教育委員会、道路管理者、田無警察

署、市立小学校、保護者などが協力して、東

久留米市通学路交通安全プログラムに基づき、

通学路の安全点検を行い、学校区ごとの危険個 

所の把握を行うなど各種交通安全対策や交通規制対策を行っていきます。 

・違法な駐停車・駐輪は、道路交通に支障を生じさせるだけでなく、災害時の緊

急活動や視覚障害者の歩行の妨げにもなります。特に、東久留米駅周辺の道路

上や視覚障害者誘導用ブロック上に自転車等が放置されている状況がありま

す。これらの解消に向けて努めていきます。 

 

２ 道路交通秩序の維持 

  道路交通の安全と円滑化を図るため、交通実態に即した施策の実施が必要です。 

 

① 交通規制の実施と指導等 

・交通の安全と円滑を図るとともに道路利用者の利便性や快適性を高めるため、

交通実態に即した交通規制や指導等に努めます。 

・歩行者及び車両の安全確保、交通の円滑化を図るために必要がある場所に、信

号機や横断歩道の設置を図ります。また、交通状況に応じて、右左折信号や歩

車分離式信号の整備にも努めます。 

 

② 違法駐車・放置自転車対策 

道路交通の支障となり、災害時の緊急活動などの妨げにもなる違法駐車や放置

自転車等については、駅周辺などを巡回しての啓発・指導を行っていますが今後、

これらをさらに強化していくとともに、公共交通機関利用促進を図る周知や民営

自転車等駐車場の設置促進のための仕組み作りに努めます。 

 

 

ゾーン３０の指定区間 
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３ 二輪車の交通事故の防止 

 平成２７年の警視庁の統計によると二輪車の乗車中の交通事故死者数は歩行中に

次ぐ３８人、全死者数の２４％に達しております。特に高校生から４０歳台の死者

数の４５％が二輪車乗車中に発生しており、このような状況からも、二輪車の交通

事故の防止に努めることは重要です。 

 

① 道路交通環境の整備 

二輪車の安全な走行を確保するため、カーブや交差点の改良、交通安全施設の

整備などに努めます。 

 

② 安全教育･啓発の推進 

交通安全教育に努めます。さらに、原動機付自転車等の損害賠償保険への加入

周知を図ります。 

 

③ 指導・警告 

事故多発地点の指導・警告等を強化するとともに、軽微な違反者に対しても警

告書を活用するなどして安全運転意識の高揚を図ります。暴走行為が本格化する

前の夏季１ヶ月間を暴走族追放強化期間としてキャンペーンを行い、暴走追放機

運の高揚、若者の交通安全意識の向上等を促進し、二輪車による事故防止を推進

します。  

 

４ 救助･救急体制の整備 

 

① 救助･救急体制の充実 

交通事故に起因する負傷者の救命率向上や症状悪化防止を図るため、交通救

助・救急活動に対する訓練を継続すると共に、ドライバーやバイスタンダー（近

くに居合わせた人）による救護が行われるよう、応急手当技能の普及を推進しま

す。 

 

② 救急車の適正利用の推進 

交通事故による重症者等、真に救急搬送が必要となる場合に対し、救急車が

迅速に出動できる体制を確保するため、「救急車は緊急性のある場合に利用する」

というマナーの理解を呼び掛け、救急車の適正利用を推進します。 
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あわせて、救急車を呼ぶべきか迷ったときに医学的な助言等を行う東京消 

防庁救急相談センター（電話番号＃７１１９）の利用を促進します。 
 

表-2.11 救急活動状況（東久留米市内） 

年次 
出場件数 搬送人員 

急病 交通 一般 その他 計 急病 交通 一般 その他 計 

平成23年 3,201 520 746 437 4,904 2,966 512 679 346 4,503 

平成24年 3,358 470 805 431 5,064 3,016 457 713 331 4,517 

平成25年 3,588 464 868 471 5,391 3,275 457 779 360 4,871 

平成26年 3,594 462 911 523 5,490 3,306 445 842 439 5,032 

平成27年 3,732 487 921 528 5,668 3,433 479 853 429 5,194 

                           資料：東京消防庁東久留米消防署 

表-2.12 応急手当の効果（平成２７年、東京消防庁管内） 

 

 

 

 

 

 

 
                              資料： 東京消防庁 

表-2.13 消火・救助・救急活動等にあたる消防車両配備状況 

（東京消防庁東久留米消防署）                  （平成 28年 1月 1 日現在） 

種   別 配備先 配備台数 

指揮隊車 東久留米消防署 １ 

査察広報車  東久留米消防署 ２ 

ポンプ車 

（非常用 1台含む） 

東久留米消防署 ３ 

新川出張所 １ 

救急車 

（非常用 1台含む） 

東久留米消防署 １ 

新川出張所 ２ 

救助車 東久留米消防署 １ 

はしご車 東久留米消防署 １ 

人員輸送車 東久留米消防署 １ 

情報収集用二輪車 
東久留米消防署 ２ 

新川出張所 ２ 

※上記のほか、事故の発生場所や規模に応じ、近隣消防署の車両も出動する。 
                      資料：東京消防庁東久留米消防署警防課 

救急車が搬

送した心肺

停止傷病者 

４，５２２人 

バイスタンダーによ

る応急手当が行われ

た傷病者 

１，８６３人 

病院に着く前

に心拍が再開 

５３２人 

(２８．６％) 

１か月後も生存 

３０１人 

(１６．２％) 

バイスタンダーによ

る応急手当が行われ

なかった傷病者 

２，６５９人 

病院に着く前

に心拍が再開 

３８８人 

(１４．６％) 

１か月後も生存 

１２７人 

(４．８％) 
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（東久留米市消防団）                （平成 28 年 1月 1日現在） 

種   別 配備先 配備台数 

指揮車 東久留米市消防団本部 １ 

ポンプ車等 第１から第１０までの分団詰所 各１、計１０ 

                           資料： 環境安全部防災防犯課 

 

５ 被害者の支援 

 交通事故に関する被害者等から様々な相談に的確に対応することは被害者の支援

に有益です。そのため、交通事故相談などの交通事故被害者等に対する支援に努め

ます。さらに、交通災害共済や損害賠償責任保険への加入促進にも努めます。 

 

① 交通事故相談の充実 

交通事故は誰もが事故当事者となる可能性があります。加害者となった場合 

は刑事責任のほか、民事責任も問われることになり、最近では賠償問題に関し 

て、加害者、被害者問わず、示談交渉が難航する傾向にあります。市では、弁 

護士による無料相談を実施するほか、関係機関との連携により交通事故被害者 

等への支援の充実を図ります。 

 

表-2.14 市民総合相談における交通事故相談の件数 

年   度 
平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

平成 

26 年度 

平成 

27 年度 

総 相 談 件 数 624 624 616 571 577 

うち交通事故相談件数 28 36 23 28 27 

                             資料：市民部生活文化課 

 

② 交通災害共済等への加入促進 

交通事故にあわれた市民に見

舞金の給付や義務教育修了前の

遺児に遺児年金を支給する事業

で、東京都３９全市町村が共同

で実施している「交通災害共済」

（通称：ちょこっと共済）の周

知と加入促進に努めます。 

また、加入率が低い自転車、原

動機付自転車等の損害賠償責任
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保険への加入促進を図るとともに、自転車乗用による傷害及び対人賠償責任補償

と被害者見舞金が付加されている「ＴＳマーク」や、製品の欠陥による人身事故

に対し、対人賠償責任保険が付加されている「ＳＧマーク」の周知に努めます。 

 

表-2.15 東久留米市における東京都市町村交通災害共済加入状況及び見舞金支払い状況 

（単位：人、円、％） 

年度 人 口 コ―ス 
加入 

者数 

加入

率 

会費 

収入 

見舞金支払状況 

件数 金 額 支払率 

平成 

26 年度 

116,410 

(26.4.1) 

Ａｺｰｽ 4,040 3.5 4,040,000 35 2,390,000 59.2 

Ｂｺｰｽ 1,447 1.2 723,500 10 660,000 91.2 

計 5,487 4.7 4,763,500 45 3,050,000 64.0 

平成 

27 年度 

116,610 

(27.4.1) 

Ａｺｰｽ 3,917 3.4 3,942,000 27 1,490,000 37.8 

Ｂｺｰｽ 1,454 1.2 726,000 6 180,000 24.8 

計 5,371 4.6 4,668,000 33 1,670,000 35.8 

※会費：Ａコース…年額 1,000 円／1人 Ｂコース…年額 500 円／1人 
                                 資料：東京市町村総合事務組合 

 

６ 災害に備えた道路交通環境の整備 

 豪雨や大地震等による自然災害が発生した場合において、応急対策のための陸上

交通を確保するため、災害に強い交通施設等の整備が必要です。 

東久留米市地域防災計画に基づき、道路、橋梁等の耐震性の強化など災害に強い

交通施策等の整備を進めるとともに、災害や大規模地震等発生時における交通規制

等、災害時の交通を確保し市民の安全で安心できる環境整備に努めます。 

 

① 災害に強い道路等の整備 

・幹線道路が被災して通行が困難になった場合には、傷病者の救助や災害復 旧

支援などに大きな影響を与えます。このような状況になるのを未然に防ぐため、

道路・橋梁等の耐震性の向上に努めます。 

・災害時におけるライフラインの確保や、避難救助活動の円滑化などのため、電

線類地中化等により無電柱化を図ります。 
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② 災害時の交通規制と交通安全の確保 

地震警戒宣言発令時や震災発生に際して、交通混乱の防止や被害者の安全な避

難等が行えるよう、直ちに交通規制を実施するなどの準備体制の充実を図ります。

さらに、震災発生に際して緊急車両等の通行を確保するため、常時の放置自動車･

自転車の指導･取締りの強化などを図るとともに、震災発生時にはこれら自動

車・自転車、建物から落下した路上障害物などの除去等の緊急道路障害物除去作

業を実施します。 

 

③ 災害時の救助･救急体制の整備 

多摩直下型地震等、大震災による応急対策や災害復旧は、市民の生命・身体及

び財産を保護する観点から東久留米市地域防災計画に基づく体制の整備（交通規

制の実施、緊急車両通行･緊急物資等輸送ラインの確保、救護･救急医療体制の整

備等）に努めます。 

  

 

 

 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関 係 資 料 
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１ 交通事故発生状況 

 
①発生件数、死者数の年次別（東京都内） 

資料： 「警視庁交通年鑑 平成 27 年版(警視庁交通部)」 

  

     

 
②発生件数、死者数の年次別（東久留米市内）   

（次ページの表をもとに作成） 



資－2 

③交通事故発生状況（田無警察署管内、東久留米市内） 

年次 
発 生 

件 数 

死   傷   者   数 
物 損 

件 数 総 数 死 者 数 
負  傷  者  数 

ああああ 重傷者数 軽傷者数 

平成

18 年 

(539) (590) (3) （587） (5) (582) (1,177) 

1,482 1,635 4 1,631 17 1,614 3,386 

平成

19 年 

(534) (589) (3) （586） (7) (579) (1,210) 

1,443 1,583 5 1,578 15 1,563 3,261 

平成

20 年 

(526) (548) (0) (548) (4) (544) (1,129) 

1,339 1,428 3 1,425 14 1,411 3,062 

平成

21 年 

(453) (476) (3) (473) (0) (473) (1,235) 

1,175 1,234 3 1,231 10 1,221 3,220 

平成

22 年 

(466) (500) (3) (497) (5) (492) (1,413) 

1,140 1,237 5 1,232 10 1,222 3,540 

平成

23 年 

(384) (429) (2) (427) (2) (425) (1,437) 

983 1,088 6 1,082 9 1,073 3,567 

平成

24 年 

(403) (436) (0) (436) (1) (435) (1,456) 

1,054 1,164 1 1,163 5 1,158 3,587 

平成

25 年 

(371) (400) (5) (395) (2) (393) (1,558) 

881 973 7 966 5 961 3,891 

平成

26 年 

(337) (373) (0) (373) (1) (372) (1,630) 

807 893 0 893 7 886 3,828 

平成

27 年 

(342) (374) (4) (370) (5) (365) (1,585) 

781 876 5 871 8 863 3,867 

  注)田無警察署管内、（ ）内は東久留米市内 

資料：田無警察署  
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２ 交通事故統計表（平成２６年） 

（資料：警視庁 交通総務課） 
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３ 交通事故統計表（平成２７年） 

（資料：警視庁 交通総務課） 
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４ 東京都内年齢層別状態別死者数（平成２７年） 

 

区分 

子供 若年層 

25 

～ 

29 

歳 

30 

歳 

代 

40 

歳 

代 

50 

歳 

代 

60 

～ 

64 

歳 

高
齢
者 

計 
増
減
数 

幼
児 

小
学
生 

中
学
生 

高
校
生 

中卒 

～ 

19 

歳 

20 

～ 

24 

歳 

歩行中 2 1       3 1 5 9 13 7 36 77 9 

四輪 
運転中       1     1 1 2 1   4 10 -9 

同乗中 1                 1   1 3 1 

自二 
運転中     1 1 2 2 4 5 8 5 2   30 -9 

同乗中               1         1 0 

原付 
運転中             1   1 2 1 2 7 2 

同乗中                             

自転車 
運転中   2     1   2 4 1 7 1 15 33 -5 

同乗中                             

特殊車 
運転中                             

同乗中                             

その他                             

合計 3 3 1 2 3 5 9 16 21 29 11 58 161  

増減数 2 -1 0 0 -4 -2 0 -5 1 7 -2 -7 -11  

 資料：「警視庁交通年鑑 平成 27 年版（警視庁交通部）」 



資－6 

５ 交通安全対策基本法（昭和四十五年六月一日法律第百十号） 

 

最終改正：平成二十七年九月十一日号外法律第六十六号 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、交通の安全に関し、国及び地方公共団体、車両、船舶及び航空機の使用

者、車両の運転者、船員及び航空機乗組員等の責務を明らかにするとともに、国及び地方公

共団体を通じて必要な体制を確立し、並びに交通安全計画の策定その他国及び地方公共団体

の施策の基本を定めることにより、交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図り、もつて

公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

一 道路 道路交通法（昭和三十五年法律第百五号）第二条第一項第一号に規定する道路を

いう。 

二 車両 道路交通法第二条第一項第八号に規定する車両及び鉄道又は軌道による交通の用

に供する車両をいう。 

三 船舶 水上又は水中の航行の用に供する船舟類をいう。 

四 航空機 航空法（昭和二十七年法律第二百三十一号）第二条第一項に規定する航空機を

いう。 

五 陸上交通 道路又は一般交通の用に供する鉄道若しくは軌道による交通をいう。 

六 海上交通 船舶による交通をいう。 

七 航空交通 航空機による交通をいう。 

八 船員 船舶に乗り組んでその運航に従事する者をいい、水先法（昭和二十四年法律第百

二十一号）第二条第二項に規定する水先人を含むものとする。 

九 航空機乗組員 航空法第六十九条に規定する航空機乗組員をいう。 

十 指定行政機関 次に掲げる機関で内閣総理大臣が指定するものをいう。 

イ 内閣府並びに内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第一項及び第二

項に規定する機関並びに国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第三条第二項

に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第三十七条及び第五十四条並びに国家行政組織法第八条に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第三十九条及び第五十五条並びに国家行政組織法第八条の二に規定する

機関 

ニ 内閣府設置法第四十条及び第五十六条並びに国家行政組織法第八条の三に規定する機

関 

十一 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第四十三条及び第五

十七条並びに国家行政組織法第九条に規定する地方支分部局をいう。）その他の国の地方行

政機関で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

（国の責務） 

第三条 国は、国民の生命、身体及び財産を保護する使命を有することにかんがみ、陸上交通、

海上交通及び航空交通の安全（以下「交通の安全」という。）に関する総合的な施策を策定し、
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及びこれを実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、住民の生命、身体及び財産を保護するため、その区域における交通

の安全に関し、国の施策に準じて施策を講ずるとともに、当該区域の実情に応じた施策を策

定し、及びこれを実施する責務を有する。 

（道路等の設置者等の責務） 

第五条 道路、鉄道、軌道、港湾施設、漁港施設、飛行場又は航空保安施設を設置し、又は管

理する者は、法令の定めるところにより、その設置し、又は管理するこれらの施設に関し、

交通の安全を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

（車両等の製造事業者の責務） 

第六条 車両、船舶又は航空機（以下「車両等」という。）の製造の事業を営む者は、その製造

する車両等の構造、設備及び装置の安全性の向上に努めなければならない。 

（車両等の使用者の責務） 

第七条 車両等を使用する者は、法令の定めるところにより、その使用する車両等の安全な運

転又は運航を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

（車両の運転者等の責務） 

第八条 車両を運転する者（以下「車両の運転者」という。）は、法令の定めるところにより仕

業点検等を行なうとともに、歩行者に危害を及ぼさないようにする等車両の安全な運転に努

めなければならない。 

２ 船員は、法令の定めるところにより発航前の検査、異常な気象、海象等の通報、航路標識

の事故の通報、遭難船舶の救助等を行なうとともに、船舶の安全な運航に努めなければなら

ない。 

３ 航空機乗組員は、法令の定めるところにより出発前の確認、航空保安施設の機能の障害の

報告等を行なうとともに、航空機の安全な運航に努めなければならない。 

（歩行者の責務） 

第九条 歩行者は、道路を通行するに当たつては、法令を励行するとともに、陸上交通に危険

を生じさせないように努めなければならない。 

（住民の責務） 

第十条 住民は、国及び地方公共団体が実施する交通の安全に関する施策に協力する等交通の

安全に寄与するように努めなければならない。 

（施策における交通安全のための配慮） 

第十一条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的なものであると

を問わず、一体として交通の安全に寄与することとなるように配慮しなければならない。 

（財政措置等） 

第十二条 政府は、交通の安全に関する施策の実施に必要な財政上又は金融上の措置その他の

措置を講じなければならない。 

（国会に対する報告） 

第十三条 政府は、毎年、国会に、交通事故の状況、交通の安全に関する施策に係る計画及び

交通の安全に関して講じた施策の概況に関する報告を提出しなければならない。 
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第二章 交通安全対策会議等 

 

（中央交通安全対策会議の設置及び所掌事務） 

第十四条 内閣府に、中央交通安全対策会議を置く。 

２ 中央交通安全対策会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

一 交通安全基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 前号に掲げるもののほか、交通の安全に関する総合的な施策で重要なものの企画に関し

て審議し、及びその施策の実施を推進すること。 

（中央交通安全対策会議の組織等） 

第十五条 中央交通安全対策会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもつて充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。 

一 内閣官房長官 

二 国家公安委員会委員長 

三 国土交通大臣 

四 前二号に掲げる者のほか、指定行政機関の長及び内閣府設置法第九条第一項に規定する

特命担当大臣のうちから内閣総理大臣が任命する者 

４ 中央交通安全対策会議に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員を置

くことができる。 

５ 中央交通安全対策会議の庶務は、内閣府本府において警察庁及び国土交通省の協力を得て

総括し、及び処理する。ただし、海上交通及び航空交通の安全に関する事項に係るものにつ

いては、内閣府本府と国土交通省において共同して処理する。 

６ 前各項に定めるもののほか、中央交通安全対策会議の組織及び運営に関し必要な事項は、

政令で定める。 

（都道府県交通安全対策会議の設置及び所掌事務） 

第十六条 都道府県に、都道府県交通安全対策会議を置く。 

２ 都道府県交通安全対策会議は、次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

一 都道府県交通安全計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における陸上交通の安全に関する総合的な施

策の企画に関して審議し、及びその施策の実施を推進すること。 

三 都道府県の区域における陸上交通の安全に関する総合的な施策の実施に関し、都道府県

並びに関係指定地方行政機関及び関係市町村相互間の連絡調整を図ること。 

（都道府県交通安全対策会議の組織等） 

第十七条 都道府県交通安全対策会議は、会長及び委員をもつて組織する。 

２ 会長は、都道府県知事をもつて充てる。 

３ 委員は、次に掲げる者をもつて充てる。 

一 都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長又はその指名する職員 

二 都道府県教育委員会の教育長 

三 警視総監又は道府県警察本部長 

四 都道府県知事が都道府県の部内の職員のうちから指名する者 

五 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百五十二条の十九第一項の指定都市を
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包括する都道府県にあつては、指定都市の長又はその指名する職員 

六 都道府県の区域内の市町村の市町村長及び消防機関の長のうちから都道府県知事が任命

する者 

七 その他都道府県知事が必要と認めて任命する者 

４ 都道府県交通安全対策会議に、特別の事項を審議させるため必要があるときは、特別委員

を置くことができる。 

５ 前各項に定めるもののほか、都道府県交通安全対策会議の組織及び運営に関し必要な事項

は、政令で定める基準に従い、都道府県の条例で定める。 

（市町村交通安全対策会議） 

第十八条 市町村は、市町村交通安全計画を作成し、及びその実施を推進させるため、条例で

定めるところにより、市町村交通安全対策会議を置くことができる。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村交通安全

対策会議を置くことができる。 

３ 市町村交通安全対策会議の組織及び所掌事務は、都道府県交通安全対策会議の組織及び所

掌事務の例に準じて、市町村の条例（前項の規定により置かれる市町村交通安全対策会議に

あつては、規約）で定める。 

（関係行政機関等に対する協力要求） 

第十九条 中央交通安全対策会議、都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議（市

町村交通安全対策会議を置かない市町村にあつては、市町村の長。次条並びに第二十六条第

一項及び第五項において同じ。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

関係行政機関の長（関係行政機関が委員会である場合にあつては、関係行政機関）及び関係

地方行政機関の長、関係地方公共団体の長その他の執行機関並びに政令で定めるその他の関

係者に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。 

（交通安全対策会議相互の関係） 

第二十条 都道府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議は、その所掌事務の遂行に

ついて、相互に、又はそれぞれ他の都道府県の都道府県交通安全対策会議若しくは他の市町

村の市町村交通安全対策会議と協力しなければならない。 

２ 中央交通安全対策会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、都道

府県交通安全対策会議及び市町村交通安全対策会議に対し、必要な勧告をすることができる。 

３ 都道府県交通安全対策会議は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、

市町村交通安全対策会議に対し、必要な勧告をすることができる。 

（都道府県交通安全連絡協議会） 

第二十一条 都道府県は、その区域における海上交通又は航空交通の安全に関し、関係地方行

政機関との連絡及び協議を行なうため必要があると認めるときは、条例で定めるところによ

り、都道府県交通安全連絡協議会を置くことができる。 

２ 都道府県交通安全連絡協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定め

る。 
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第三章 交通安全計画 

 

（交通安全基本計画の作成及び公表等） 

第二十二条 中央交通安全対策会議は、交通安全基本計画を作成しなければならない。 

２ 交通安全基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、交通の安全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項 

３ 国家公安委員会及び国土交通大臣は、中央交通安全対策会議が第一項の規定により交通安

全基本計画を作成するに当たり、前項各号に掲げる事項のうちそれぞれの所掌に属するもの

に関する部分の交通安全基本計画の案を作成し、中央交通安全対策会議に提出しなければな

らない。 

４ 中央交通安全対策会議は、第一項の規定により交通安全基本計画を作成したときは、速や

かに、これを内閣総理大臣に報告し、並びに指定行政機関の長（指定行政機関が委員会であ

る場合にあつては、指定行政機関。以下同じ。）及び都道府県知事に通知するとともに、その

要旨を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、交通安全基本計画の変更について準用する。 

（内閣総理大臣の勧告等） 

第二十三条 内閣総理大臣は、必要があると認めるときは、指定行政機関の長に対し、交通安

全基本計画の実施に関して必要な勧告をし、又はその勧告の結果とられた措置について報告

を求めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定により勧告をする場合においては、あらかじめ、中央交通安

全対策会議の意見をきかなければならない。 

（交通安全業務計画） 

第二十四条 指定行政機関の長は、交通安全基本計画に基づき、その所掌事務に関し、毎年度、

交通安全業務計画を作成しなければならない。 

２ 交通安全業務計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

一 交通の安全に関し、当該年度において指定行政機関が講ずべき施策 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度に

おいて指定地方行政機関及び都道府県が講ずべき施策に関する計画の作成の基準となるべ

き事項 

３ 指定行政機関の長は、第一項の規定により交通安全業務計画を作成したときは、すみやか

に、これを内閣総理大臣に報告するとともに、都道府県知事に通知しなければならない。 

４ 前項の規定は、交通安全業務計画の変更について準用する。 

（都道府県交通安全計画等） 

第二十五条 都道府県交通安全対策会議は、交通安全基本計画（陸上交通の安全に関する部分

に限る。）に基づき、都道府県交通安全計画を作成しなければならない。 

２ 都道府県交通安全計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

一 都道府県の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項 
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３ 都道府県交通安全対策会議は、毎年度、都道府県の区域における陸上交通の安全に関し、

当該区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関及び都道府県が講ずべき施策に関する

計画（以下「都道府県交通安全実施計画」という。）を作成しなければならない。この場合に

おいて、都道府県交通安全実施計画は、交通安全業務計画（陸上交通の安全に関する部分に

限る。）に抵触するものであつてはならない。 

４ 都道府県交通安全対策会議は、第一項の規定により都道府県交通安全計画を作成したとき

は、すみやかに、これを内閣総理大臣及び指定行政機関の長に報告し、並びに都道府県の区

域内の市町村の長に通知するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

５ 都道府県交通安全対策会議は、第三項の規定により都道府県交通安全実施計画を作成した

ときは、すみやかに、これを内閣総理大臣及び指定行政機関の長に報告するとともに、都道

府県の区域内の市町村の長に通知しなければならない。 

６ 第四項の規定は都道府県交通安全計画の変更について、前項の規定は都道府県交通安全実

施計画の変更について準用する。 

（市町村交通安全計画等） 

第二十六条 市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全計

画を作成するよう努めるものとする。 

２ 市町村交通安全対策会議を置かない市町村の長は、前項の規定により市町村交通安全計画

を作成しようとするときは、あらかじめ、関係指定地方行政機関の長及び関係地方公共団体

の長その他の執行機関の意見を聴かなければならない。 

３ 市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合的

かつ計画的に推進するために必要な事項 

４ 市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度において市町村が講

ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を作成するよう努める

ものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通安全実施計画に

抵触するものであつてはならない。 

５ 市町村交通安全対策会議は、第一項の規定により市町村交通安全計画を作成したときは、

速やかに、その要旨を公表するよう努めるとともに、市町村交通安全計画を都道府県知事に

報告しなければならない。 

６ 市町村長は、第四項の規定により市町村交通安全実施計画を作成したときは、速やかに、

これを都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第二項及び第五項の規定は市町村交通安全計画の変更について、前項の規定は市町村交通

安全実施計画の変更について準用する。 

（地方公共団体の長の要請等） 

第二十七条 地方公共団体の長は、都道府県交通安全計画又は市町村交通安全計画の的確かつ

円滑な実施を図るため必要があると認めるときは、当該地方公共団体の区域の全部又は一部

を管轄する指定地方行政機関の長及び関係地方公共団体の長その他の執行機関に対し、これ

らの者が陸上交通の安全に関し処理すべき事務について、必要な要請をし、又は法令の定め

るところにより必要な勧告若しくは指示をすることができる。 

第二十八条 地方公共団体の長は、当該地方公共団体の区域における海上交通又は航空交通の
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安全に関し必要があると認めるときは、交通安全基本計画又は交通安全業務計画（これらの

計画のうち、陸上交通の安全に関する部分を除く。）の作成又は実施に関し、中央交通安全対

策会議及び関係指定行政機関の長に対し、必要な要請をすることができる。 

 

第四章 交通の安全に関する基本的施策 

 

第一節 国の施策 

（交通環境の整備） 

第二十九条 国は、交通環境の整備を図るため、交通安全施設及び航空交通管制施設の整備、

交通の規制及び管制の合理化、道路及び公共用水域の使用の適正化等必要な措置を講ずるも

のとする。 

２ 国は、陸上交通の安全に関し、住宅地、商店街等について前項に規定する措置を講ずるに

当たつては、特に歩行者の保護が図られるように配慮するものとする。 

（交通の安全に関する知識の普及等） 

第三十条 国は、交通の安全に関する知識の普及及び交通安全思想の高揚を図るため、交通の

安全に関する教育の振興、交通の安全に関する広報活動の充実等必要な措置を講ずるものと

する。 

２ 国は、交通の安全に関する民間の健全かつ自主的な組織活動が促進されるよう必要な措置

を講ずるものとする。 

（車両等の安全な運転又は運航の確保） 

第三十一条 国は、車両等の安全な運転又は運航の確保を図るため、車両の運転者、船員及び

航空機乗組員（以下この項においてこれらの者を「運転者等」という。）の教育の充実、運転

者等の資格に関する制度の合理化、車両等の運転又は運航の管理の改善、運転者等の労働条

件の適正化等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国は、交通の安全に関し、気象情報その他の情報の迅速な収集及び周知を図るため、気象

観測網の充実、通信施設の整備等必要な措置を講ずるものとする。 

（車両等の安全性の確保） 

第三十二条 国は、車両等の安全性の確保を図るため、車両等の構造、設備、装置等に関する

保安上の技術的基準の改善、車両等の検査の充実等必要な措置を講ずるものとする。 

（交通秩序の維持） 

第三十三条 国は、交通秩序の維持を図るため、交通の取締り等必要な措置を講ずるものとす

る。 

（緊急時における救助体制の整備等） 

第三十四条 国は、交通事故による負傷者に対する応急手当及び医療の充実を図るため、救急

業務に関する体制の整備、救急医療施設の充実等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国は、海難救助の充実を図るため、海難発生情報の収集体制及び海難救助体制の整備等必

要な措置を講ずるものとする。 

（損害賠償の適正化） 

第三十五条 国は、交通事故による被害者（その遺族を含む。以下この条において同じ。）に対

する損害賠償の適正化を図るため、自動車損害賠償保障制度の充実、交通事故による被害者

の行なう損害賠償の請求についての援助等必要な措置を講ずるものとする。 
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（科学技術の振興等） 

第三十六条 国は、交通の安全に関する科学技術の振興を図るため、試験研究に関する体制の

整備、研究開発の推進及びその成果の普及等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 国は、交通事故の原因の科学的究明を図るため、総合的な研究調査の実施等必要な措置を

講ずるものとする。 

（交通の安全に関する施策の実施についての配慮） 

第三十七条 国は、前八条に規定する措置を講ずるに当たつては、国民の生活を不当に侵害す

ることとならないように配慮するものとする。 

 

第二節 地方公共団体の施策 

 

（地方公共団体の施策） 

第三十八条 地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて、前節に規定する国の施策に準

ずる施策を講ずるものとする。 

 

第五章 雑則 

 

（特別区についてのこの法律の適用） 

第三十九条 この法律の適用については、特別区は、市とみなす。 

  （以下省略） 
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６ 東久留米市交通安全対策協議会設置要綱 
 

（設置） 

第１ 交通事故のない安全で安心なまちの実現を図るため、東久留米市交通安全対策協議会（以下

「協議会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２ 協議会は、交通事故防止対策に関する必要な事項について、調査及び検討する。 

２ 協議会は、第２の１による検討結果について、東久留米市長（以下「市長」）に報告する。 

 （委員の構成） 

第３ 協議会の委員は、次の各号に掲げる者のうちから、市長が委嘱又は選任する。 

 （１） 田無警察署交通担当の警察官 １名 

 （２） 東久留米市交通安全協会 ２名以内 

 （３） 東久留米消防署職員 １名 

 （４） 東久留米市自治会連合会 １名 

 （５） 東久留米市立小中学校ＰＴＡ連合会 １名 

 （６） 東久留米市商工会 １名 

 （７） 東久留米市私立幼稚園連合会 １名 

（８） 東久留米市立小中学校長 １名 

（９） 東久留米市職員 ４名以内 

（１０） 東久留米市教育委員会事務局職員 １名 

（１１） 東久留米市老人クラブ連合会 １名 

（委員の任期） 

第４ 委員の任期は、第２に規定する市長への報告を完了するまでとする。 

（会長・副会長の選任及び権限） 

第５ 協議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、協議会の会議を主宰する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

（会議） 

第６ 協議会は、会長が招集し、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことはできない。 

２ 協議会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

３ 協議会は、必要に応じて協議会に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができる。 

（謝金） 

第７ 協議会の委員のうち、第３の（１）、（３）、（８）、（９）及び（１０）に掲げる者を除き、予

算の範囲内において定める額を謝金として支給する。ただし、謝金として支給する者から辞退の

申し出があったときは、この限りでない。 

（庶務） 

第８ 協議会の庶務は、都市建設部道路計画課において処理する。 

（その他） 

第９ この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って定め

る。 
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会議経過 

回 開 催 日 内      容 

第 1 回 平成 28年 8 月 8日 
・正副委員長選出 

・計画見直し等今後の進め方 

第 2回 平成 28年 9 月 16 日 ・答申素案の検討 

第 3回 平成 28年 10 月 6 日 
・パブリックコメントに向けた 

検討報告書（素案）の確認 

- 
平成 28年 10 月 19 日～ 

平成 28年 11 月 11 日 

・東久留米市交通安全計画（素案）に 

対するパブリックコメントの募集 

意見提出 0 件 

第 4 回 平成 28年 12 月 20 日 
・パブリックコメントについて 

・検討報告書について 

 

東久留米市交通安全対策協議会委員名簿 

氏名 選出区分 

新妻
ニイツマ

 敦司
ア ツ シ

 田無警察署交通担当の警察官 

◎ 髙
タカ

野
ノ

 良一
リョウイチ

 東久留米市交通安全協会 

丸山
マルヤマ

 泰弘
ヤスヒロ

 東久留米消防署職員 

梅本
ウメモト

 富士子
フ ジ コ

 東久留米市自治会連合会 

木村
キ ム ラ

 光
ミツ

宏
ヒロ

 東久留米市立小中学校ＰＴＡ連合会 

小松
コ マ ツ

 隆
タカ

徳
ノリ

 東久留米市商工会 

新倉
ニイクラ

 南
ミナミ

 東久留米市私立幼稚園連合会 

小瀬
コ セ

 ますみ 東久留米市立小中学校長 

〇 對馬
ツ シ マ

 寛
ヒロシ

 東久留米市老人クラブ連合会 

師岡
モロオカ

 範
ノリ

昭
アキ

 東久留米市教育委員会事務局職員 

内野
ウ チ ノ

 寛
ヒロ

香
カ

 東久留米市職員 

山下
ヤマシタ

 一美
カズヨシ

 東久留米市職員 

古澤
フルサワ

 毅彦
タケヒコ

 東久留米市職員 

 ※◎は会長、〇は副会長 

※選出区分 東久留米市交通安全対策協議会設置要綱第３に基づく 

 ※任期   平成２８年８月８日～平成２８年１２月２７日 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

 

 

 

 

 

「東久留米市 地域資源 PR キャラクター」 

ルールを守って、 

安全に乗りましょう！ 

 


